	がん医療の充実　（緩和ケアの普及）
	【自己評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない

	第二期計画における取組目標
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.3末現在）
	２９年度の取組案
	自己評価
	委員会意見

	
（１）緩和ケアについての正しい知識の

普及浸透
○　５年以内に、緩和ケアについての正しい知識および医療用麻薬に対する偏見・誤解の解消について、医療従事者を含めた府民全体への普及・浸透を図ります。

（２）緩和ケア提供体制の推進
○　全ての国指定拠点病院及び府指定拠点病院は、退院したあとも必要に応じ、外来において緩和ケアを継続して受けることができる体制を整備します。
○　二次医療圏毎に、国指定拠点病院が中心となり、がん拠点病院等が設置する緩和ケアチームや緩和ケア外来と、ペインクリニック等の痛みの治療を提供する地域医療機関及び薬局等が連携できる仕組みを構築します。

（３）人材育成
○　二次医療圏毎の緩和ケア提供体制の実施状況を把握し、将来の需給状況を踏まえながら、緩和ケアに関する研修会を通じ、チーム医療を担う人材を育成します。
○　緩和ケア提供体制の中心的役割を担う都道府県拠点病院及び国指定拠点病院においては、率先して自施設のがん診療に携わる全ての医師が緩和ケア研修を修了することを目指します。

	○正しい知識の普及啓発
・府民向け緩和ケアパンフレットをがん拠点病院に配布

・地域の療養情報　おおさか　がんサポートブック(第2版)の発行

別冊として、がん診療拠点病院、がん相談支援センター、がん患者会、緩和ケア病棟のある病院、等を掲載
・大阪府ホームページによる情報提供の充実

府ホームページ「おおさかがんポータルサイト」内で、緩和ケアに関する各種情報（緩和ケア研修会修了者氏名等）を掲載

・緩和ケアパンフレットの作成や緩和ケア啓発コーナーの整備など普及啓発を実施するがん拠点病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金事業）　　　　補助機関数14病院
・がん拠点病院において、医療従事者や府民向けの研修会・講演会等を開催

・民間企業との連携によるイベントにおいて、府も啓発ブースを出展し、緩和ケアの普及啓発を実施(平成28年2月)

○緩和ケア提供体制の推進
・大阪府、都道府県がん診療連携拠点病院等によるがん診療拠点病院の訪問・意見交換等を実施　　5病院

・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において、大阪府がん緩和ケア地域連携パスの作成について検討

○人材育成
・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会と連携し緩和ケアチーム研修会を開催（平成28年2月）

参加チーム数　15チーム（45名）

・大阪府がん拠点病院におけるPEACE研修会の開催

がん診療連携協議会や二次医療圏ネットワーク協議会を通じて、拠点病院に対し研修受講促進を働きかけ

【平成28年２月末時点実績】

　 主催病院数　　35施設　（のべ229施設）

実施回数　　　　39回　　　（のべ242回）
  修了者数　医師　　 999人（のべ5,156人）
　 医師以外 248人（のべ2,198人）

・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会と連携して、研修会の日程調整や講師派遣等研修会開催を支援

・緩和医療人材養成事業の実施

　緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助
（地域医療介護総合確保基金事業）
補助機関数18機関

・府立成人病センター主催がん看護せん妄ケア研修の実施

(平成27年10月)
	○正しい知識の普及啓発

・府民向け緩和ケアパンフレットの配布

　　　H26作成のパンフレット（A5版）を追加配布
　　　　H26　全拠点病院へ配布

　　　　H27・28　各拠点病院へ追加配布

　　　A4チラシ版を新たに作成、全拠点病院へ配布
・地域の療養情報冊子「おおさかがんサポートブック別冊」改訂版の発行（患者会、患者サロン等の更新）
・大阪府ホームページによる情報提供の充実

府ホームページ「おおさかがんポータルサイト」内で、緩和ケアに関する各種情報（緩和ケア研修会修了者氏名等）を掲載
・平成26年度より地域医療介護総合確保基金を活用し、緩和ケアの普及に取り組む拠点病院を支援

緩和ケアパンフレットの作成や緩和ケア啓発コーナーの整備などを実施するがん拠点病院に対し補助
補助機関数　4病院【参考資料3】
　　　    　　H26　 5病院
　　　　    　H27　14病院

二次医療圏毎にシンポジウム等を実施するがん拠点病院に対し新たに補助
補助機関数　2病院【参考資料3】
・がん拠点病院において、医療従事者や府民向けの研修会・講演会等を開催

・民間企業との連携によるイベントにおいて、府も啓発ブースを出展し、緩和ケアの普及啓発を実施（平成28年10月）

　　　来場者へ緩和ケアリーフレットを配布

・国立大学法人大阪大学大学院医学系研究科保健学専攻看護実践開発科学講座へ委託し、がん患者に対するアンケート調査を実施（平成29年1~3月）【資料４】

○緩和ケア提供体制の推進

・大阪府、都道府県がん診療連携拠点病院等によるがん診療拠点病院の訪問・意見交換等を実施

訪問病院　15病院（のべ20病院）
緩和ケアのスクリーニングに係る患者のピックアップの工夫や、院内における緩和ケアの周知の強化について助言。
・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において、大阪府がん緩和ケア地域連携パスを作成【資料１－１～資料１－３】

・緩和ケア研修会（PEACE研修会）の開催に係る患者会との合同検討会議を開催し、患者からの意見を研修会に反映
○人材育成
・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会と連携し緩和ケアチーム研修会を開催（平成29年2月）

　参加チーム数　12チーム（34名）

　　　　　　　H25　18チーム52名

　　　　　　　H26　18チーム54名

　　　　　　　H27　15チーム45名

　　　　　　　のべ63チーム185名

・大阪府がん拠点病院におけるPEACE研修会の開催

がん診療連携協議会や二次医療圏ネットワーク協議会を通じて、拠点病院に対し研修受講促進を働きかけ

　【平成28年12月末時点実績】【資料５】

　　主催病院数　31施設（のべ264施設）

　　実施回数　37回（のべ284回）

　　修了者数　医師　1,201人（のべ6,523人）

　　　　　　　　医師以外　153人（のべ2,384人）

・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会と連携して、研修会の日程調整や講師派遣等研修会開催を支援

・平成26年度より地域医療介護総合確保基金を活用し、緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助【参考資料4】
補助機関数　23機関
　　　　　　　　　H26　 9機関
　　　　　　　　　H27　18機関


	○緩和ケアについての正しい知識の普及浸透
・府民向け緩和ケアチラシの配布

・大阪府ホームページによる情報提供の充実

・地域医療介護総合確保基金を活用し、緩和ケアの普及に取り組む拠点病院を支援

緩和ケアパンフレットの作成や緩和ケア啓発コーナーの整備など普及啓発や、緩和ケアの普及啓発のためのシンポジウムなどを実施するがん拠点病院に対し補助

　H29予算　4,500千円

・がん拠点病院において、医療従事者や府民向けの研修会・講演会等を開催

・関係機関との連携等により、緩和ケアの普及啓発を実施

○緩和ケア提供体制の推進

・大阪府、都道府県がん診療連携拠点病院等によるがん診療拠点病院の訪問・意見交換等を実施　　

・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において作成された、大阪府がん緩和地域連携パスの運用。

○人材育成
・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会と連携し緩和ケアチーム研修会を開催

・大阪府がん拠点病院におけるPEACE研修会の開催【資料６】

がん診療連携協議会や二次医療圏ネットワーク協議会を通じて、拠点病院に対し研修受講促進を働きかけ

・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会と連携して、研修会の日程調整や講師派遣等研修会開催を支援

・平成26年度より地域医療介護総合確保基金を活用し、緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助
H29予算　12,600千円
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	がん医療の充実（在宅医療体制の充実）
	【自己評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない

	第二期計画における取組目標
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.3末現在）
	２９年度の取組案
	自己評価
	委員会意見

	（１）在宅医療提供体制の充実
○　在宅医療を提供するための地域連携の状況について、効果的な取組を行っている地域の取組状況を把握し、国指定拠点病院等を通じて、府内の医療機関へ効果的な医療連携事例の浸透を図ります。
○　国指定拠点病院が中心となり、二次医療圏毎に、医療及び介護に携わる関係機関同士が地域の在宅医療に関する情報共有を図り、在宅医療に係る地域連携の推進に向けた課題を検討するための仕組みを構築します。
（２）人材育成
○　国指定拠点病院及び府指定拠点病院が中心となって、診療所、薬局、訪問看護ステーション及び訪問介護事業者等介護サービス機関の医療・介護従事者と、在宅医療への相互理解を高めていくための勉強会・研修会等の実施に努めます。


	○地域連携の取組

・在宅緩和ケアマップ・リスト等の作成

(地域医療介護総合確保基金)

三島医療圏、南河内医療圏、堺市医療圏、中河内医療圏

　　　※他圏域でも作成に向けて検討中

・地域連携クリティカルパスの活用(再掲)

大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において、大阪府がん緩和ケア地域連携パスの作成について検討

○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催

・府立成人病センター・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会を開催（平成28年2月）

（内容）地域包括ケアシステムにおける在宅看取り

地域包括ケアシステムと緩和ケアの提供体制

　　　　　　在宅看取りに欠かせないこと
○緩和医療人材養成事業の実施（再掲）

・緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金事業）

　　補助機関数　18機関

○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催（再掲）
・府立成人病センター・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会を開催（平成28年2月）

　（内容）地域包括ケアシステムにおける在宅看取り

　　　　　　　地域包括ケアシステムと緩和ケアの提供体制

　　　　　　　在宅看取りに欠かせないこと
	○地域連携の取組

・地域医療介護総合確保基金を活用し、2次医療圏毎に在宅緩和ケアマップ・リスト等の作成を支援
　　　　中河内医療圏（昨年度のマップの増刷）、

　　　　南河内医療圏（在宅緩和ケアマップのweb化）

　※緩和ケアマップ・リストの整備状況
　　　＜整備済み＞　三島、中河内、南河内、堺市

　　　＜検討中＞　　豊能、大阪市
・地域連携クリティカルパスの活用（再掲）

　大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において、大阪府がん緩和ケア地域連携パスを作成

○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催

・府立成人病センター・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会（平成28年12月）

（内容）基調講演「在宅緩和ケア地域連携のための情報共有の現状と問題点」

総合討論
○緩和医療人材養成事業の実施（再掲）

・平成26年度より地域医療介護総合確保基金を活用し、緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助【参考資料4】

補助機関数　23機関

　　　　　　　　　H26　 9機関

　　　　　　　　　H27　18機関

○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催（再掲）
・府立成人病センター・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会（平成28年12月）

　（内容）基調講演「在宅緩和ケア地域連携のための情報共有の現状と問題点」

　　　　　　　総合討論
	（１）在宅医療提供体制の充実
○地域連携の取組

・在宅緩和ケアマップ・リスト等の作成

・地域連携クリティカルパスの活用（再掲）

　大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において作成された大阪府がん緩和地域連携パスの運用。

（２）人材育成

○緩和医療人材養成事業の実施（再掲）

・緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金事業）

H29予算　12,600千円

○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催

・府立成人病センター・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会
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資料３





第二期大阪府がん対策推進計画の取組み状況について








１

